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地下水 50 年の変遷と展望 
－水循環の視点から－ 
＊たなか ただし・筑波大学名誉教授 





































である (阿部, 1933, p.67)5)。河川の流出機構について
は、同じく 1933 年に発表された Horton 地表流 




















現 IAHS）主催による第 1 回の「地盤沈下に関する
国際シンポジウム」(IASH, 1969) 7)  が東京で開催さ
れている。 







  研究面においては、カナダ・アルバータ大学の J. 
Tóth 教授が流体ポテンシャル概念に基づいて広域
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学  協  会  等
1933 Horton Overland Flow
主 な 事 象 ・ 関 連 法 著  書  等 
・戦前及び戦後混乱期
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地下水流動システムの存在を解析的に示し、「地下水









  1970-1994 年における関連事項をまとめたものを































































著  書  等 基本的概念/理念又は重要事項
　　　　定義（Bolin & Rohde)




















































































表－３  地下水公水論の検討経過＊ 
 
 
*国土庁 (1992) 11) に基づいて作成 
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点については田中 (2015) 12) を参照されたい。 
 地下水研究に関連しては、1971年に国際水文地質





事業であったといえる (野間, 2009) 13) 。 
また、1972年にはUSGSが地下水用語の検討を行
い、定義の修正と概念の洗練化が図られた (Lohman 
et al., 1972) 14)。間違った用語や紛らわしい用語は廃
語にされた。この地下水用語の検討結果は、わが国
においては1977年に出版された『最新地下水学』(山
本・榧根監修, 1977) 15) あるいはその改訂版として
1980年に出版された『改定新版 最新地下水学』(山














が数多く出版されている (例えば Bouwer, 1978; 
Bear, 1979; Freeze and Cherry, 1979など) 20-22)。表－2
からも明らかのように、こうした傾向はわが国でも
同様であり、1970 年代から 1980 年代にかけて数多
くのテキストが出版されている傾向を読み取ること
ができる。 
  また、1970 年代後半から 1980 年代にかけて、古
くから水文学の中心的研究課題とされた「流出解析」、
すなわち「降雨流出過程」に関する研究が斜面水文
学 (Karkby ed., 1978) 23) と同位体水文学 (例えば
IAEA, 1979) 24) の進展によって世界的規模で展開さ
れ、流出のプロセスそのものが野外での実証研究か
ら明らかにされるようになった (例えば田中, 
1996a) 25)。Dunn and Black (1970a, b) 26-27)は詳細な野外
観測結果から直接流出に寄与する流れは飽和地表流 


























1990) 30) や『地下水汚染論』(地下水問題研究会編, 
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のが図－1である (Tóth, 1995) 40)。米国においても事
情は同様であり、USGSが ”Ground Water and Surface 





























図－1  滞留時間を異にする地下水流動系のあり 
方を示す模式図 (Tóth,1995を修正)40) 
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動きがあった。それは、2008 年 12 月に開催された
第36回国連総会において、世界初となる地下水に関
する国際法である「越境帯水層法典 (The Law of 
Transboundary Aquifers)」の草案が満場一致で採択さ
れたことである。その経緯や背景等の詳細について
は田中 (2012) 46) を参照されたい。この法案の基本















主 な 事 象 ・ 関 連 法 学  協  会  等 著  書  等 基本的概念/理念又は重要事項
2009 新・名水を科学する（地下水学会）
1995 Volcano Body Spring in Japan
       (Yamamoto)
















































USGS GW & SW: A single Resource










       水循環を基本単位とする
1995頃 「水循環」が一般に普及
1995頃 健全な水循環系の構築
      （ノーベル経済学賞：Erinor Ostrom）
       （健全な水循環の確保に関
       する懇談会報告）




       地下水は「自然共有資源」
1998 地下水を中心とした流域の
・土壌汚染対策法公布（2002）
       資源のために（FAOサッサリ
       （河川法の改正）
1998 GW & SW: A Single Resour. 
       (USGS)
2000頃 「共有資源」としての地下
1999 同上（中環審「意見具申」）
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地下水科学と人間の幸せ (Integrated Groundwater 





の偉業を称えて ”Distinguished Associate Award 2008” 
が学会会長より贈呈された。 






















うであろうことを示唆された (田中, 2014) 48)。 




科学』(日本地下水学会・井田徹治, 2009) 50) が出版
され、2011 年には『地下水用語集』(日本地下水学
















写真－1  筑波大学で講演する J.Tóth教授（2008
年 11月14日, 筆者撮影） 
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 2010 年から 2015 年までの地下水年代史を表－5












2010 年 12 月にパリの UNESCO 本部におい
て、”ISARM2010: TRANSBOUNDARY AQUI FERS 
Challenges and new directions” (ISARM は 














った (田中, 2012) 46)。 
  2011年には、GEF (Global Environment Facility)、The 
World Bank、UNESCO-IHP、IAH、FAOの国際共同
プロジェクトである”Groundwater Governance: A 










おいて公表されている (FAO, UNESCO-IHP, IAH, 

























































































       （水循環基本計画）
        IHPほか）
2015 持続可能な地下水の保全と
2013 Future Earth (ICSUほか） 
2013 Panta-Rhei - Everything
       Flows (IAHS)
2014 地下水は「国民共有の財産」
      （水循環基本法）
       利用（水循環基本計画）
2011 GW Governance (UNESCO-
2014 健全な水循環の維持又は回復
      （水循環基本法）
       （ISARM 2010)
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境省, 2015) 55)。 
  2013 年には、熊本市を含む 13 市町村（合併によ
り現在は11市町村）からなる市域を越えた地下水流
域（図－2）を単位とした地下水保全活動が国連の「生
命の水 (Water for life)」水管理部門の「最優秀賞」を








  2013 年に入り、学術の面において新たな研究の枠




  Future Earth とは、国際科学会議 (International 
Council of Scientific Union, ICSU) と国際社会科学協










  Panta Rhei-Everything Flowsとは、IAHS Scientific 
Decade 2013-2022 の新たな研究の枠組みである 
(Montanari et al., 2013) 60)。Panta Rheiとは、ギリシャ
の哲学者Heraclitus (Ca, 540-480 BC) の言葉であり、
その英訳がEverything Flowsである。日本語では「万
物は流転する」と訳されている。この新たな研究枠































図－2  熊本地域 13市町村（現 11市町村）にま
たがる越境帯水層地下水資源管理の対象範囲 
(Tanaka, 2012)56), Shimada (2008)57) に加筆 
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(田中, 2016) 62) を参照されたい。 
  2015 年 11 月には、第 9 回「地盤沈下に関する国
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政策・対策 政策・対策 政策・対策 政策・対策 政策・対策 政策・対策
地方公共団体の水循環基本計画










































   
 
の枠組み構造と地下水ガバナンス試案を示したもの


































 1) 山本荘毅 (1995): 戦後 50年と地下水. 地下水技術, 
37 (12), 4-11. 
 2) 地下水技術協会 (2000): 特輯・20 世紀の地下水と
私. 地下水技術, 42 (8), 1-35; 42 (9), 1-41; 42 (10), 
1-37; 42 (11), 1-39; 42 (12), 5-43. 
 3) Hubbert, M.K. (1940): The theory of groundwater 
motion. Journal of Geology, 48, 785-944. 
 4) Darcy, H. (1856): Les Fontaines Publiques de la Ville 
Dijion. In : Hubbert, M.K. (1969) : The Theory of 
Ground-Water Motion and Related Papers, Hafner 
Publishing Co. Inc., NY, 305-311. または, Darcy, H. 
(2004) : The Public Fountains of the City of Dijon 
(Translated by Bobeck, P.). Kendall/Hunt Publishing 
Co., 506p. + 26 Plates. 
図－4 水循環基本法の枠組み構造と地下水ガバ
ナンス試案 (田中, 2015)53)  
                                             地 下 水 技 術  
- 12 - 
 
 5) 阿部謙夫 (1933): 水文学. 岩波書店, 70p. 
 6) Horton, R.E. (1933) : The role of infiltration in the 
hydrologic cycle. American Geophysical Union, 
Transaction, 14, 446-460. 
 7) IASH (1969): Symposium of TOKYO on Land 
Subsidence, ABSTRACTS. 68p. 
 8)  Tóth, J. (1962): A theory of groundwater motion in 
small drainage basins in Central Alberta, Canada. 
Journal of Geophysical Research, 67, 4375-4387. 
 9) Tóth, J. (1963): A theoretical analysis of groundwater 
flow in small drainage basins. Journal of Geophysical 
Research, 68, 4795-4812. 
10) Freeze, R.A. and Witherspoon, P.A. (1967): Theoretical 
analysis of regional groundwater flow: 2. Effect of 
water-table configuration and subsurface permeability 
variation. Water Resources Research, 3, 623-634. 




12) 田中 正 (2014): 水文科学についての認知マップと
これから. 日本水文科学会誌, 44 (2), 79-95. 
13) 野間泰二 (2009): 日本地下水学会創立 50周年記念
に寄せて. 日本地下水学会五十周年記念冊子, 五
十周年記念事業実行委員会, 6-11. 
14) Lohman, S.W. et al. (1972): Definition of Selected 
Ground-Water Terms － Revisions and Conceptual 
Refinements. US Geological Survey Water-Supply 
Paper 1988, 21p. 
15) 山本荘毅・榧根 勇監修, 建設省水文研究グループ
編訳 (1977): 最新地下水学－調査と実務のガイド
ライン. 山海堂, 351-356. 
16) 山本荘毅・榧根 勇監修, 建設省水文研究グループ
編訳 (1980): 改定新版 最新地下水学－調査と実
務のガイドライン. 山海堂, 497-503. 
17) Bolin, B. and Rohde, H. (1973): A note on the concept of 
age distribution and transit time in natural reservoirs. 
Tellus, 25, 58-62. 
18) 雨水浸透技術協会 (1998): 特集/地下水の涵養. 雨
水技術資料, 28, 7-73. 
19) 日本地下水学会編 (2001): 21世紀の地下水管理 雨
水浸透・地下水涵養. 理工図書, 160p. 
20) Bouwer, H. (1978): Groundwater Hydrology. 
McGraw-Hill Book Company, 480p. 
21) Bear, J. (1979): Hydraulics of Groundwater. 
McGraw-Hill Inc., 567p. 
22) Freeze, R.A. and Cherry, J.A. (1979): Groundwater. 
Prentice-Hall Inc., 604p. 
23) Kirkby, M.J. ed. (1978): Hillslope Hydrology. John 
Wiley, 389p. 
24)  IAEA (1979): Isotope Hydrology 1978. Vol. 1, 440p., 
Vol. II, 984p. 
25) 田中 正 (1996a): 降雨流出過程. 恩田裕一・他編: 
水文地形学－山地の水循環と地形変化の相互作用
－, 古今書院, 56-66. 
26) Dunne, T. and Black, R.D. (1970a): An experimental 
investigation of runoff production in permeable soils. 
Water Resources Research, 6, 478-490. 
27) Dunne, T. and Black, R.D. (1970b): Partial area 
contribution to storm runoff in a small New England 
watershed. Water Resources Research, 6, 1296-1311. 
28) 田中 正 (1982): 水文学における同位体利用の研究
動向－地中水の循環に関する研究を事例として－. 
京都大学防災研究所附属水資源研究センター研究
報告, 2, 3-22. 
29) 田中 正 (1996b): 地下水循環と環境. 地下水技術, 
38 (12), 5-14. 
30) 藤縄克之 (1990): 汚染される地下水. 共立出版, 
126p. 
31) 地下水問題研究会編 (1990): 地下水汚染論－その
基礎と応用. 共立出版, 340p. 
32) 環境庁水質保全局水質規制課監修, 日本の水をき
れいにする会編 (1985): 名水百選. ぎょうせい, 
127p. 
33) 日本の水をきれいにする会 (2009): 平成の名水百
選. ぎょうせい, 213p. 
34) 日本地下水学会編 (1994): 名水を科学する. 技報
堂出版, 299p. 
35) 日本地下水学会編 (1999): 続名水を科学する. 技
報堂出版, 246p. 
36) 日本地下水学会編 (2009): 新・名水を科学する. 技
報堂出版, 293p. 
                                             地 下 水 技 術  





38) 環境庁水質保全局 (1998): 健全な水循環の確保に
向けて－豊かな恩恵を永続的なものとするために
－. 健全な水循環に関する懇談会報告, 71p. 
39) 中央環境審議会 (1999): 環境保全上健全な水循環
に関する基本認識及び施策の展開について（意見
具申）. 34p. 
40) Tóth, J. (1995): Hydraulic continuity in large sedimentary 
basins. Hydrogeology Journal, 3 (4), 4-16. 
41) Winter, T.C., Harvey, J.W., Franke, O.L. and Alley, W. M. 
(1998): Ground Water and Surface Water: A Single 
Resource. USGS Circular, 1139, 79p. 
42) 田中 正 (2008): 地下水利用の現状と規制. 空気
調和・衛生工学, 82 (10), 3-10. 
43) 千葉知世 (2014): 地下水保全に関する法制度的対
応の現状: 地下水条例の分析から. 水利科学, No. 
337, 33-113. 
44) 田中 正 (2006): 公害防止と地方分権. (季刊) 環境
研究, No. 142, 168-172. 




46) 田中 正 (2012): 最近における地下水に関する国
内外の動向. 水利科学, No. 327, 1-26.  
47) 宇沢弘文 (2000): 社会的共通資本. 岩波新書, 239p.  
48) 田中 正 (2014): 水循環の視点から地下水を捉え
る. 地下水学会誌, 56 (1), 3-14. 
49) 日本地下水学会 (2009): 日本地下水学会五十周年
記念冊子. 五十周年記念事業実行委員会, 47p. 
50) 日本地下水学会・井田徹治 (2009): 見えない巨大水
脈 地下水の科学. 講談社ブルーバックス, B-1639, 
267p. 
51) 日本地下水学会編 (2011): 地下水用語集. 理工図
書, 150p. 
52) 海部宣男 (2011): 世界を知る 101 冊－科学から何
が見えるか－. 岩波書店, 251p. 
53) 田中 正 (2015): これからの地下水ガバナンス. 
地下水学会誌, 57 (1), 73-82. 
54) FAO, UNESCO-IHP, IAH, World Bank and GEF 
(2015): Global Framework for Action to achieve the 
vision on Groundwater Governance. Special Edition for 
World Water Forum 7, 111p. www. groundwater 
governance. org. 
55) 環境省 (2015): 地中熱利用にあたってのガイドラ
イン 改訂版. 環境省水・大気環境局, 128p. 
56) Tanaka, T. (2012): Transboundary groundwater resources 
management within a given country: Policy framework 
depending on the demand side water management in 
Kumamoto region, Japan. In Steusloff, H. ed.: 
Conference Proc. on Integrated Water Resources 
Management Karlsruhe 2012, Fraunhofer, 161-167. 
57) Shimada, J. (2008): Sustainable management of 
groundwater resources for over 700,000 residents in 
Kumamoto area, Japan. Proc. of Symposium on 
Integrated Groundwater Sciences and Human Well-being, 
36th IAH, Toyama, Japan, 104-111. 
58)  UN-Water (2013): http://www.unwater.org/water- 
cooperation-2013/media-corner/news/ 
59)  ICSU (2012): http://www.icsu.org/future-earth/ 
60) Montanari, A. and other 33 authors (2013) : Panta 
Rhei-Everything Flows : Change in hydrology and 
society － The IAHS Scientific Decade 2013-2022. 
Hydrological Sciences Journal, 58 (6), 1256-1275. 
61) 内閣府水循環政策本部事務局 (2015): 国土審議会
水資源開発分科会配布参考資料. 
62) 田中 正 (2016): 地下水保全法案の作成経過とシン
ポジウム総合討論のまとめ－地下水保全法のある
べき姿を目指して－. 地下水学会誌 (印刷中). 
63) Daito, K. and Galloway, D. eds. (2015): Prevention and 
mitigation of natural and anthropogenic hazards due to 
land subsidence. PIAHS, 372, 557p.  
64) 曽根泰教 (2008): 日本ガバナンス－「改革」と「先







                                             地 下 水 技 術  









































































• 1967年： Freeze・Witherspoon が不均質・異方性帯水層についての数値シミュ
レーション結果を発表。1970年代の大型計算機による数値解法の幕開け。
• 1969年： M. K. Hubbert (1940) のoriginal paper を載せた『The Theory of
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• 1991（平成3）年： 榧根 勇編著『実例による新しい地下水調査法』発行
• 1991年： 米国NRC『Opportunities in the Hydrologic Sciences』発行
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• 1995（平成7）年： Yamamoto, S. 著『Volcano Body Spring in Japan]』発行
• 1997（平成9）年： 「河川法」改正。流域を単位とした河川行政への転換。
• 1997（平成9）年： 環境省「地下水の水質汚濁に関する環境基準について」告示






















• 2008年： 第63回国連総会において「The Law of Transboundary Aquifers
(越境帯水層法典）」の草案が満場一致で採択。この草案の基本理念は、
「地下水は“自然共有資源 (Natural Shared Resource)”」 である。
• 2008（平成20）年： 富山で第36回「国際水文地質学会（IAH）会議」開催
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• 2011年～2014年： GEF, World Bank, UNESCO-IHP, IAH による国際共同




• 2012（平成24）年： 守田 優著『地下水は語る』発行
• 2013（平成25）年： 熊本地域11市町村からなる「広域地下水保全活動」が国連
「生命の水 水管理部門」の「最優秀賞」を受賞。
• 2013年～2022年： ICSU, ISSC, UNESCO, UNEP, UNUによる国際協働研究
イニシアティブである“Future Earth”を実施。地球の持続可能性を達成する
ための解決策を見出す。ステークホルダーを含む超学際性がキーワード。
• 2013年～2022年： “IAHS Scientific Decade 2013-2022” の主要テーマとして、






















, FAO による国際共同 
